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議案第１３号 

令和２年度うるま市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和２年度うるま市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数   25,573 戸 

（２）年間総排水量 7,568,424 ㎥ 

（３）１日平均排水量  20,735 ㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

汚水管渠整備工事等 184,087 千円 

 終末処理場改築更新等 151,601 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

第１款 下水道事業収益  2,590,167 千円 

  第１項 営業収益 866,772 千円 

  第２項 営業外収益  1,723,392 千円 

  第３項 特別利益   3 千円 

支   出 

第１款 下水道事業費用   2,463,931 千円 

  第１項 営業費用   2,228,337 千円 

  第２項 営業外費用     212,373 千円 

  第３項 特別損失 20,221 千円 

  第４項 予備費  3,000 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が、資本的支

出額に対し不足する額 581,887千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

31,668 千円、当年度分損益勘定留保資金 420,499 千円及び当年度利益剰余金 129,720千

円で補てんするものとする。）。 
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収     入 

 第１款 資本的収入                      810,918 千円 

  第１項 企業債                    475,300 千円 

第２項 補助金                    223,882 千円 

第３項 負担金                       111,734 千円 

第４項 他会計借入金                    1 千円  

  第５項 出資金                           1 千円 

  

              支     出 

 第１款 資本的支出                    1,392,805 千円 

  第１項 建設改良費                     474,779 千円 

  第２項 企業債償還金                    915,024 千円 

  第３項 他会計借入金償還金                 1 千円 

  第４項 その他資本的支出                  1 千円 

第５項 予備費                        3,000 千円 

 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債

務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ 179,909 千円及び 204,775 千円で

ある。 

 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道事業債 124,200千円 
 

証書借入又 

は証券発行 

年５．０％以内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り

入れる政府資金

及び地方公共団

体金融機構資金

等について、利率

の見直しを行っ

た後においては、

当該見直し後の

利率） 

政府資金につ

いてはその融資

条件により、銀

行その他の場合

にはその債権者

と協定するもの

による。 

 ただし、市財

政の都合により

据置期間及び償

還期限を短縮

し、又は繰上償

還もしくは低利

に借換えするこ

とができる。 

流域下水道事業債 103,200千円 

資本費平準化債  180,000千円 

特別措置分    67,900千円 

  

合  計 475,300千円 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、1,000,000 千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）  営業費用、営業外費用及び特別損失との間 

 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

  （１） 職員給与費                     174,818 千円 

 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業を助成するために一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

296,668千円である。 

 

 

 （利益剰余金の処分） 

第１０条 当年度利益剰余金のうち 129,720 千円は次のとおり処分するものと定める。 

  （１） 減債積立金                  129,720 千円 

 

  令和２年２月２６日提出 

                       

      うるま市長 島袋 俊夫 

 





予算に関する説明書





収　　入

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料 下水道使用料

2 受託工事収益

3 他会計負担金

4 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金 預金利息

2 営業助成に対する一般会計補助金

3 他会計負担金

4 国県補助金

5 長期前受金戻入

9 雑収益

3 特別利益

1 固定資産売却収益

2 過年度損益修正益

3 その他特別利益

支　　出

1 下水道事業費用

1 営業費用

1 汚水管渠費

2 雨水管渠費

3 処理場費

4 ポンプ場費

5 排水設備費

6 総係費 事業活動の全般に関連する費用

7

8 減価償却費 償却資産に対する減価償却費

2 営業外費用

1 支払利息 企業債利息等

2 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税

3 特別損失

4 過年度損益修正損

5 その他特別損失

4 予備費

1 予備費

他会計補助金

85,283

本年度予定額 備 考款　・　項　・　目　

2,590,167

866,772

730,818

274,816

1,723,392

（1） 令和2年度うるま市下水道事業会計予算実施計画

1

1

1

3

916

1

（単位：千円）

1

2,463,931

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

雨水処理に要する経費に対する一般会計負
担金

50,670

補助金等により取得した固定資産の減価償却
費見合い分を順次収益化（戻入）

44,600

577,865

825,194

款　・　項　・　目　 本年度予定額 備 考

9,404

1,245,693

166,903

39,405

204,537

2,228,337

3,000

指定工事店指定手数料、終末処理場負担金、
雑収益

国庫補助金、県補助金

100

20,121

3,000

20,221

212,373

地方公営企業繰出基準に基づく一般会計補
助金

202,969

地方公営企業法適用による各種引当金繰入
額

流域下水道維持管理
負担金

流域下水道事業に対する負担金

汚水管渠施設の維持管理業務に要する費用

ポンプ場施設の維持管理業務に要する費用

水洗便所、排水設備の普及促進及び指導等
の管理業務に要する費用

76,327

105,781

299,215

雨水管渠施設の維持管理業務に要する費用

90,476

処理場施設の維持管理業務に要する費用
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収　　入

1 資本的収入

1 企業債

1 建設改良企業債 公共下水道事業債

2 流域下水道事業企業債 流域下水道事業債

3 その他企業債 資本費平準化、特別措置分

2 補助金

1 国庫補助金 国庫補助金

2 県補助金 県補助金

3 他会計補助金 一般会計補助金

3 負担金

1 他会計負担金

4 他会計借入金

1 他会計借入金 他会計からの長期借入金

5 出資金

1 他会計出資金

支　　出

1 資本的支出

1 建設改良費

1 汚水管渠建設費 汚水管渠の工事に要する費用

2 雨水管渠建設費

3 処理場建設費 終末処理場の更新・改築費

4 ポンプ場建設費

5 流域下水道建設費負担金 流域下水道建設に要する負担金

6 固定資産購入費

2 企業債償還金

1 企業債償還金 建設企業債の元金償還金

1 その他の企業債償還金 その他企業債の元金償還金

3

1

4 その他資本的支出

1 その他資本的支出

5 予備費

1 予備費

地方公営企業繰出基準に基づく
一般会計負担金

778,237

1

1

111,734

1

1

（単位：千円）

（1）　令和2年度うるま市下水道事業会計予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　・　項　・　目　 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）

247,900

810,918

475,300

124,200

103,200

223,882

21,852

111,734

78,000

124,030

款　・　項　・　目　 備　　　　　　　考

2,370

本年度予定額

1,392,805

474,779

208,983

雨水幹線の工事に要する費用

3,000

1

1

他会計借入金償還金

他会計借入金償還金

3,000

1

1

915,024

136,787

151,600

1

103,222

8,603
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益（△純損失）

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益）

未収金の増減額（△は増加）

その他流動資産の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

その他流動資産の増減（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は増加）

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

工事負担金による収入

他会計繰入金による収入

国庫補助金の返還による支出

投資活動による未払金の増減額（△は減少）

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良企業債等の財源による収入

建設改良企業債等の償還による支出

その他の企業債の収入

その他の企業債の償還に伴う支出

他会計からの借入金による収入

他会計からの借入金の償還による支出

他会計からの出資による収入

他会計からの出資金の支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

1,245,693

(2) 令和２年度うるま市下水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

129,720

（単位：千円）

250

0

11,094

△ 825,194

△ 1

202,969

△ 1

△ 23,570

△ 50

0

0

△ 54,753

0

50

小　計 686,207

1

△ 202,969

483,239

△ 332,047

1

△ 101,640

183,664

△ 439,724

49,923

17,218

67,141

123,428

0

6,408

△ 778,237

0

0

133,002

227,400

0

0

247,900

△ 136,787
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１．総括

ア 会計年度任用職員以外の職員

イ 会計年度任用職員

２．給料及び手当の増減額の明細

0 0 0

　※（　）内は再任用短時間勤務職員・パートタイム会計年度任用職員（外書き）

※（　）内はパートタイム会計年度任用職員（外書き）

　※（　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

前年度 0 0 0

0 0 0 0 00

0 0

比　較 881 0

（千円）

本年度 881 0 0 0 0 0 0 0

時間外
勤務手当

管理職
手当

退職手当
負担金

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

12,076 1,966 14,042

手　当　の　内　訳

区　　分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当

比較 0 0（5） 11,195 0 881

14,042

前年度 0 0（0） 0 0 0 0 0 0

（千円） （千円）

本年度 0 0（5） 11,195 0 881 12,076 1,966

給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

840 223

区　　　　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬

3,758 420 14,297

比　較 2,633 2,035 △ 558 △ 140 △ 138 559

前年度 15,717 10,359 4,860 935 2,208

（千円）

本年度 18,350 12,394 4,302 795 2,070 4,317 1,260 14,520

時間外
勤務手当

管理職
手当

退職手当
負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

14,812 3,021 17,833

手　当　の　内　訳

区　　分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当

比較 0 4（△2） 0 9,358 5,454

160,776

前年度 0 16（2） 0 67,054 52,554 119,608 23,335 142,943

（千円） （千円）

本年度 0 20（0） 0 76,412 58,008 134,420 26,356

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

手　当 6,335

制度改正に伴う増減分 881 会計年度任用職員制度の施行による期末手当

その他の増減分 5,454 組織改編等によるもの（4名増加）

給　料 9,358

給与改定に伴う増減分 0

組織改編等によるもの（4名増加）

昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 9,358

840 223

区　　　　分

職　員　数 給　与　費

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考
（千円） (千円）

3,758 420 14,297

比　較 3,514 2,035 △ 558 △ 140 △ 138 559

前年度 15,717 10,359 4,860 935 2,208

（千円）

本年度 19,231 12,394 4,302 795 2,070 4,317 1,260 14,520

時間外
勤務手当

管理職
手当

退職手当
負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

26,888 4,987 31,875

手　当　の　内　訳

区　　分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当

比較 0 4（3） 11,195 9,358 6,335

174,818

前年度 0 16（2） 0 67,054 52,554 119,608 23,335 142,943

（千円） （千円）

本年度 0 20（5） 11,195 76,412 58,889 146,496 28,322

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（3） 給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費
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３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

　（級別の標準的な職務内容）

（４）昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）比　　　　率　　　（B) ／　（A） 100.00 100.00

前

年

度

職 　　　員 　　　数　　（A） 16

3 号 給 0 0

4 号 給 15 15

1 号 給 0 0

2 号 給 1 1

100.00 100.00

16

昇給に係る職員数　　（B） 16 16

3 号 給 2 2

号　給　数　内　訳

4 号 給 15 15

比　　　　率　　　（B) ／　（A）

1 号 給 0 0

2 号 給 3 3

本

年

度

職 　　　員 　　　数　　（A） 20 20

昇給に係る職員数　　（B） 20 20

号　給　数　内　訳

技  師 技  師

区　　　　分 合　　計 一般行政職 備　　考

主任技師

6　級 7　級

課  長 部  長

行政職

主  事 主  事 係  長 係  長 課  長

主任主事 課長補佐

区　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級

計 17 100.0 計 16 100.0

7　級 0 0.0 7　級 0 0.0

6　級 2 11.8 6　級 1 6.2

5　級 2 11.8 5　級 1 6.2

6 37.5

4　級 4 23.5 4　級 5 31.3

0 0.0

2　級 0 0.0 2　級 3 18.8

1　級 3 17.6 1　級

3　級 6 35.3 3　級

一般行政職 一般行政職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

161,300

大 学 卒 180,700 180,700

180,700 180,700

平成31年1月1日現在

高 校 卒 148,600 148,600

短 大 卒 161,300

令和2年1月1日現在

高 校 卒 148,600 148,600

短 大 卒 161,300 161,300

大 学 卒

区　　　　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

備　　　　考
一般行政職（円）

平成31年1月1日現在

平　均　年　齢 （歳） 46.4

平均給料月額 （円） 322,088

平均給与月額 （円） 374,876

平均給与月額 （円） 348,250

平　均　年　齢 （歳） 46.0

区　　　　分 一　般　行　政　職 備　　　　考

令和2年1月1日現在

平均給料月額 （円） 313,050

区　　分

令和2年1月1日現在 平成31年1月1日現在

区　　分
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（５）期末手当・勤勉手当

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

①

②

（７）その他の手当

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当 同　じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同　じ

早期退職特例措置：2～
20％加算

　平成25年4月1日より段階的
　　引き下げ

基礎在職期間の初日の属
する月から末日の属する月
までの各月ごとに、当該各
月にその者が属していた職
員の区分（第1号区 分～第
8号区分）に応じて定める額
のうち、その額が多いもの
から60月分の調整月額を支
給

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　じ 同　じ

備　　　考の者
（月分）

の者
（月分）

の者
（月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　分
20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

その他の加算措置等

一般会計の制度 2.225 2.225 4.450 有　り

前　　年　　度 2.225 2.225 4.450 有　り

本　　年　　度 2.225 2.225 4.450 有　り

区　　　分

支給期別支給率 支給率計
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　　考
6月

（月分）
12月

（月分）
（月分）
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期 間 金額 期 間 金 額 国県支出金 企業債 その他

平成29年度 千円 千円 千円 千円

令和元年度 千円 千円 千円 千円

令和元年度 千円 千円 千円 千円

228,820 228,820

石川終末処理
場及び中継ポ
ンプ場維持管
理業務委託

228,820 - -
令和2年度

～
令和3年度

238,816 238,816
令和2年度

～
令和3年度

(4) 債務負担行為に関する調書

事 項 限度額

石川終末処理
場及び中継ポ
ンプ場維持管
理業務委託

463,600
平成29年度

～
令和元年度

224,784

一般財源

左の財源内訳

特定財源

上下水道事業
会計システム
導入事業

12,129 - -
令和2年度

～
令和6年度

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

12,129 12,129
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（ 単位 ： 千円 ）

1  

（１） 有　 形　 固　 定　 資　 産

ｲ 530,474

ﾛ 312,412
13,144 299,268

ﾊ 30,739,666
954,150 29,785,516

ﾆ 1,869,255
172,088 1,697,167

ﾎ 547
3 544

ﾍ 137
0 137

ト 0

32,313,106

（２） 無　 形　 固　 定　 資　 産

ｲ 0

ﾛ 2,395,297

ﾊ 7,801
ﾆ 0

2,403,098

（３） 投　資
ｲ 15,000

15,000

34,731,204

2  

　（１） 67,141

　（２）

ｲ 199,830
△ 402 199,428

ロ 3,648

203,076

　（３）
ｲ 50

50

270,267

35,001,471

そ の 他 流 動 資 産
保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金 合 計

建 設 仮 勘 定

地 上 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

営 業 外 未 収 金

出 資 金

投 資 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部　　

固 定 資 産

土 地

機 械 及 び 装 置

(5) 令 和 2 年 度　　う る ま 市下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
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（ 単位 ： 千円 ）
3

（１）
ｲ

8,284,225
ﾛ 2,090,500

10,374,725
（２）

ｲ
0

ﾛ 0

0

（３） 0

10,374,725

4
（１）

ｲ
769,176

ﾛ 147,874

917,050
（２）

ｲ 283,023
ﾛ 0
ﾊ 0

283,023
（３）

ｲ 10,692
ﾛ 0

10,692
（４）

ｲ 250
ﾛ 50

300

1,211,065

5
23,181,867
△ 825,194

22,356,673

33,942,463

6 533,848

7
（１）
　 ｲ 316,221

ﾛ 25,726
ﾊ 53,493

395,440
（２）

ｲ 0
ﾛ 0

ﾊ 129,720

129,720

525,160

1,059,008

35,001,471

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部　　

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金
受 贈 財 産 評 価 額
他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金

未 払 金 合 計
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

預 り 金
預 り 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

そ の 他 未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

営 業 未 払 金
営 業 外 未 払 金

そ の 他 の 企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部　　

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 長 期 借 入 金
そ の 他 の 長 期 借 入 金
他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債
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（ 単位 ： 千円 ）

1  

（１） 有　 形　 固　 定　 資　 産

ｲ 530,474

ﾛ 312,412
0 312,412

ﾊ 30,407,639
0 30,407,639

ﾆ 1,869,255
0 1,869,255

ﾎ 527
0 527

ﾍ 137
0 137

ト 0

33,120,444

（２） 無　 形　 固　 定　 資　 産

ｲ 0

ﾛ 2,407,766

ﾊ 0
ﾆ 0

2,407,766

（３） 投　資
ｲ 15,000

15,000

35,543,210

2  

　（１） 17,218

　（２）

ｲ 179,909
0 179,909

ロ 0

179,909

　（３）
ｲ 0

0

197,127

35,740,337

(6) 令 和 2 年 度　　う る ま 市下 水 道 事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部　　

固 定 資 産

土 地

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金 合 計

建 設 仮 勘 定

地 上 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

営 業 外 未 収 金

出 資 金

投 資 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産
保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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（ 単位 ： 千円 ）
3

（１）
ｲ

8,826,002
ﾛ 1,990,474

10,816,476
（２）

ｲ
0

ﾛ 0

0

（３） 0

10,816,476

4
（１）

ｲ
778,236

ﾛ 136,787

915,023
（２）

ｲ 204,775
ﾛ 0
ﾊ 0

204,775
（３）

ｲ 0
ﾛ 0

0
（４）

ｲ 0
ﾛ 0

0

1,119,798

5
22,874,775

0

22,874,775

34,811,049

6 533,848

7
（１）
　 ｲ 316,221

ﾛ 25,726
ﾊ 53,493

395,440
（２）

ｲ 0
ﾛ 0

ﾊ 0

0

395,440

929,288

35,740,337

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部　　

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 長 期 借 入 金
そ の 他 の 長 期 借 入 金
他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

営 業 未 払 金
営 業 外 未 払 金

そ の 他 の 企 業 債

長 期 前 受 金

未 払 金 合 計
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

預 り 金
預 り 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部　　

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金
受 贈 財 産 評 価 額
他 会 計 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金
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（7）注 記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 定額法による 

なお、償却の開始時期は、固定資産に編入した年度の翌年度からとしている。 

主な耐用年数 

建物      10～50 年 

構築物        10～60 年 

機械及び装置   6～30 年 

車両運搬具     4～ 6 年 

器具及び備品   4～15 年 

（２）無形固定資産 定額法による

なお、償却の開始時期は、固定資産に編入した年度の翌年度からとしている。

主な耐用年数

施設利用権    45 年 

ソフトウェア     5 年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計との協議により、下水道事業が毎期支出する沖縄県市町

村総合事務組合に対する普通負担金及び追加負担金を除く、特別負担金については一般

会計が負担する予定としているため、退職給付引当金は計上しない。 

(2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から 3月までの 4

か月分）を計上している。 

(3) 貸倒引当金

未収下水道収益の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見

込額を計上している。 

３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税

等については、当事業年度の費用として処理している。  
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Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

1 引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し 

     令和 2年度 予定 （令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31日） 

    当事業年度において、期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費を支給するため、

賞与引当金 8,874千円、法定福利費引当金 1,818千円を取崩す。 

  (3) 貸倒引当金の取崩し 

   イ．令和 2年度 予定 （令和 2年 4月 1日から令和年 3月 31日） 

     当事業年度中に見込まれる不納欠損のため、貸倒引当金 402千円を取崩す。 

 

 ２ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 7,161,652 千円であ

る。 

 

 



収　　入

1

1

1

1 ㎥

㎥

㎥

終末処理場使用料

2 受託工事収益

1 受託工事収益

3

1

4 その他営業収益

1

2

3 終末処理場負担金

4

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

1 定期預金利息

2

1

人件費補助

道路改良に伴う移設費

下水道接続補助金

企業債利子

3

1

企業債利子

減価償却費

水質規制、水洗化経費等

4 国県補助金

1

2 県補助金

5

1

2

4

5

9

3

4

5

（8） 令和2年度うるま市下水道事業会計予算実施計画明細書

33,600 沖縄振興公共投資交付金

地方公営企業繰出基準に基づく
一般会計負担金

124,329

420,498

33,038

25,898

44,600

11,000

577,865

577,865

防災安全交付金

170,288

74,630

他会計補助金

4,000

一般会計からの補助金274,816

排水設備指定工事店登録手数料

終末処理場負担金

他会計補助金 274,816

1

1,723,392

1

収 益 的 収 入 及 び 支 出
（単位：千円）

1

916

1

1

1

1

1

85,283

1,635

83,646

業務用

基地使用

雨水処理に要する経費に対する一般会計
負担金

262,176

18,972

1,836,653

131,634

1,704

本年度予定額 備　 　　考款　・　項　・　目　・　節

下水道使用料

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

2,590,167

447,9665,600,137家庭用

866,772

730,818

730,818

825,194

669,587

他会計負担金

他会計負担金

雨水処理負担金

手数料

材料売却収益

雑収益

預金利息

他会計負担金

国庫補助金

50,670

50,670

13,658
受贈財産評価額
戻入

占用料 914 雨水幹線、処理場ポンプ場用地占用料

補助金等により取得した固定資産の減価償
却費見合い分を順次収益化（戻入）

雑収益

延滞金

その他雑収益

国庫補助金戻入

他会計補助金戻入

他会計負担金戻入

長期前受金戻入

74,204

67,745
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収　　入 （単位：千円）

本年度予定額 備　　　　　　　考款　・　項　・　目　・　節

3 特別利益

1

1

2

1

3

1

1

1

1

1

1

1

3

その他特別利益

その他特別利益

固定資産売却収益

固定資産売却収益

過年度損益修正益

過年度損益修正益
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支　　出

2

1

1

1

2 期末手当

勤勉手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

時間外勤務手当

管理職手当

児童手当

総合事務組合負担金

3 賞与引当金繰入額（期末）

賞与引当金繰入額（勤勉）

5 会計年度任用職員

6 共済組合負担金

地方公務員災害補償負担金

社会保険料

職員互助会負担金

7

9 特別旅費、費用弁償

11 作業服、作業靴、安全帽等

12 工事用消耗品

事務用消耗品

13 公用車燃料費

19 委託料 管渠清掃業務委託料

マンホール蓋腐食調査委託

公共下水道不明水調査委託

公共下水道侵入防止委託

下水道台帳システム索引図等

更新業務委託

道路改良等移設業務委託

その他委託料

20 手数料

21 土地賃借料等

22 汚水管渠修繕費

アスファルト道路補修

マンホール蓋腐食補修

車両修繕費

26

28 研修費

32 租税公課

35 下水道賠償責任保険等

36 緊急管路補修工事等

道路改良等に伴う移設工事

材料費 400

47,153

保険料 258

工事費

下水道施設補修用材料費

803

手数料 21

賃借料 576

修繕費 7,300

21

576

42

258

80

384

18,000

1,500

23,706

2,500

2,000

300

400

2,500

燃料費 384

2,000

10,000

10,000

1,000

被服費 114

備消品費 280 200

66,206

96

47

法定福利費引当
金繰入額

527

旅費 658 658

1,526

報酬 1,630

法定福利費 6,328 5,909

276

2,569

1,630

1,043

3,180

2,085

834

99

204

1,565

420

360

3,658

汚水管渠費 166,903

給料 19,249

手当

賞与引当金繰入
額

12,405

42

下水道事業費用 2,463,931

営業費用 2,228,337

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）
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支　　出

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）

2 雨水管渠費

19 委託料 雨水幹線清掃業務委託

その他委託料

26 雨水幹線補修用材料費

36 工事費 雨水幹線維持管理工事費

3 処理場費

1

2 期末手当

勤勉手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

時間外勤務手当

管理職手当

総合事務組合負担金

3 賞与引当金繰入額（期末）

賞与引当金繰入額（勤勉）

5 会計年度任用職員

6 共済組合負担金

地方公務員災害補償負担金 32

社会保険料

職員互助会負担金

7

9 特別旅費、費用弁償

11 作業服、作業靴、安全帽等

12 補修用消耗品

事務用消耗品

管理用消耗品

庁用備品

13 公用車燃料費

非常用発電機燃料等

15 処理場電気料金

処理場水道料金

処理場ガス料金

16

17 電話料金

19 石川終末処理場管理委託料

電気保安管理委託料

汚泥処理委託料

スカム・し渣等処分委託料

水質分析業務委託

消防設備保守点検業務委託

地下燃料タンク検査委託

産業廃棄物処分委託料

一般廃棄物処分委託料

し尿槽清掃業務委託料

その他委託料

160

110

12,969

39,405

7,836

18,400

26,236

材料費 200

530

150

71,500

65

127,705

341

252

20,670

50

3,561

204,537

給料

手当

報酬

法定福利費

12,358

8,811

旅費

被服費

備消品費

賞与引当金繰入
額

2,348

4,033

2,239

618

152

4,680

553

62

2,500

1,666

法定福利費引当
金繰入額

3,241

40

燃料費

動力費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

160

3,241

110

31,805

120

2,000

674

992

500

15,000

3,000

3,400

420

540

1,146

1,348

20,400

120

900

1

-21 -



支　　出

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）

20

21 自動車借上料等

22 機械設備一式

車両修繕費

25 次亜塩素酸ソーダ

高分子疑集剤

気泡助剤

ポリ硫酸第2鉄

26 終末処理場補修材料費

28

32

35

36 処理場施設補修工事

4 ポンプ場費

12 備消品費 ポンプ場補修用消耗品

13 燃料費

15 動力費 ポンプ場電気料金

ポンプ場水道料金

17 通信運搬費 ポンプ場監視装置　

マンホールポンプ監視装置

情報配信通信料

19 委託料 中継ポンプ場管理委託料

電気保安管理委託料

21 賃借料 特殊機器等借上料

22 修繕費 機械設備

26 材料費 中継ポンプ場補修用材料費

36 工事費　

5 排水設備費

1

2 期末手当

勤勉手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

総合事務組合負担金

3 賞与引当金繰入額（期末）

賞与引当金繰入額（勤勉）

5 会計年度任用職員

6 共済組合負担金

地方公務員災害補償負担金 31

社会保険料

職員互助会負担金

7

9 特別旅費、費用弁償

11 作業服

4,500

76,327

12,026

9,151

2,400

90,476

170

1

35

5,200

9,700

97

59

150

496

336

6,324

4,956

36,580

2,735

330

材料費

研修費

租税公課

保険料

工事費

給料

旅費

手数料

賃借料

修繕費

薬品費

法定福利費引当
金繰入額

報酬

法定福利費

賞与引当金繰入
額

手当 2,463

300

1,300

2,285

3,728

744

376

840

648

2,200

1,295

1,137

60

1,014

134

4,800

400

5,900

36,200

380

1,600

997

138

42,900

2,300

45,200

140

3,200

50

153

被服費

1,631 983

50
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支　　出

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）

12 事務用消耗品

下水道普及促進用消耗品

指定店関係事務用品

13 公用車燃料費

17 電話料金

郵便料金

18 広告料 新聞広告料

19 特定施設水質検査、

流量検査委託

土木積算システム保守委託

その他委託料

20

21 自動車借上料等

22 公用車修繕費

26

32

34 水洗便所改造資金補助金

35

36 公共桝設置工事費

6 総係費

1

2 期末手当

勤勉手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

時間外勤務手当

管理職手当

児童手当

総合事務組合負担金

3 賞与引当金繰入額（期末）

賞与引当金繰入額（勤勉）

5

6 共済組合負担金

地方公務員災害補償負担金 55

職員互助会負担金

7

9 普通旅費、特別旅費

12 事務用消耗品

複写機ｶｳﾝﾀｰ料

16

17 電話料金

郵便料金

19 下水道収納事務委託料

会計システム保守委託料

150

30

288

240

129 108

200

21

413

105,781

22,511

13,557

230

21

5,110

3,500

146

1,464

13

28,000

7,000

8

200

50

7,029 6,861

113

法定福利費引当
金繰入額

614

1

561

360

29,356

備消品費

材料費

租税公課

補助金

保険料

工事費

給料

手当

28,847

81

216

480

509

4,278

3,574

2,443

978

250

324

510

780

144

88

1,221

420

印刷製本費

通信運搬費

委託料

報酬

法定福利費

旅費

備消品費

賞与引当金繰入
額

3,008 1,787

燃料費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

380
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支　　出

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

（単位：千円）

20

21 複写機賃借料

22 機械器具修繕費

27

28 事務研修費等

32

33 日本下水道協会会費

九州地方下水道協会会費

沖縄県下水道協会会費

下水道広報誌負担金

水道庁舎施設使用負担金

水道庁舎維持管理負担金

水道部長人件費負担金

その他負担金

35 自動車損害共済保険料

37

7

1

8 減価償却費

1 有形固定資産 建物減価償却費

減価償却費 構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

2 無形固定資産 施設利用権減価償却費

減価償却費

2 営業外費用

1 支払利息

1

3

6

2

1

3 特別損失

4

1

5 その他特別損失

1

4 予備費

1 予備費

1

過年度引当金、過年度消費税納付金

過年度損益修正損

過年度損益　修正
損

64

169

27,263

50

157

1

1,245,693

207

402

299,215

106,308 106,308

1,139,385 13,144

954,150

172,088

3

212,373

202,969

201,109

9,404

9,404

1,850

10

3,000

3,000

20,221

100

100

消費税及び地方
消費税

消費税及び地方
消費税

修繕費

補償費

研修費

租税公課

負担金

保険料

20,121

20,121

3,000

その他特別損失

予備費

貸倒引当金繰入
額

企業債利息

一時借入金利息

その他支払利息

169

50

37

5,461

2,725

4,724

13,855

234

170

57

流域下水道維持管理
負担金

流域下水道維持
管理負担金

299,215 流域維持管理負担金

手数料

賃借料

1
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収　　入

1

1

1

1 汚水管渠整備に係る企業債

2 流域下水道事業企業債

1

3 その他の企業債

1 資本費平準化債、特別措置分

2

1

1 防災安全交付金

2

1 沖縄振興公共投資交付金

3

1 一般会計補助金

3

1

1

4 他会計借入金

1

1

5

1

1

他会計負担金

223,882

21,852

21,852

111,734

111,734

111,734

1

他会計借入金

出資金

1

他会計負担金

1他会計借入金

他会計出資金 1

他会計出資金

企業債 475,300

247,900

その他の企業債 247,900

補助金

他会計補助金

他会計補助金

負担金

国庫補助金 78,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出
（単位：千円

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

資本的収入 810,918

103,200

流域下水道事業
企業債

103,200

建設改良企業債 124,200

汚水事業債 124,200

公営企業繰出基準に基づく一般会計
負担金

流域下水道事業建設負担金に係る
企業債

県補助金 124,030

汚水事業県補助金 124,030

汚水事業国庫補助金 78,000

1

1
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支　　出

1

1

1

1

2 期末手当

勤勉手当

扶養手当

通勤手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

総合事務組合負担金

6 共済組合負担金

地方公務員災害補償負担金

職員互助会負担金

9 普通旅費、特別旅費

11 作業服、作業靴、安全帽等

12 図書

事務用消耗品

ｺﾋﾟｰ用消耗品

13 公用車燃料費

16 設計用印刷費

19 土木積算システム保守委託料等

21 ﾊﾟｿｺﾝ、ﾌﾟﾘﾝﾀ等賃借料

22 公用車修繕費

28 下水道事業団研修費

33 電算機器使用負担金

36 汚水管渠整備工事ほか

2 雨水管渠建設費

36 工事費 雨水幹線転落防止柵工事ほか

3 処理場建設費

19 委託料 下水道事業団委託料

36 工事費 機械装置取替工事

4 ポンプ場建設費

36 工事費

5 流域下水道建設負担金

1 流域下水道建設負担金

6 固定資産購入費

3 車両買取費用

4

6

研修費

負担金

工事費

車両購入費

ソフトウェア購入費

工具器具備品費

50

1,288

1,051

法定福利費

旅費

被服費

備消品費

燃料費

印刷製本費 50

72

委託料

賃借料

修繕費

（単位：千円）

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　　　　　　　考

汚水管渠建設費 208,983

資本的支出 1,392,805

建設改良費 474,779

8,791 2,487

1,637

給料

手当

858

10,268

160

258

720

720

1,951

431

3,433

52

3,511

26

30

313

30

608

265

4,000

743

373

181,717

2,370

1

1

2,370

151,600

147,600

103,222

103,222
流域下水道建設
負担金

8,580

8,603

22

1
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支　　出 （単位：千円）

款　・　項　・　目　・　節 本年度予定額 備　 　　考

2 企業債償還金

1 企業債償還金

2 その他の企業債償還金

3 他会計借入金償還金

1

1

4 その他資本的支出

1 その他資本的支出

1

5 予備費

1 予備費

1

119,694流域下水道事業債

658,543公共下水道事業債建設改良企業債償還
金

778,237

6,110

48,476

82,201資本費平準化債 

特別措置分

公営企業適用債

その他の企業債
償還金

136,787

その他資本的支出

予備費

一般会計借入金

他会計借入金
償還金

1

1

1

778,237

136,787

1

1

3,000

3,000

1

3,000

1

1

915,024
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